
ＭＬＡ連携：デジタルへの実践と課題 （平成20年１１月１８日 於慶大三田）

日本におけるデジタル・アーカイブズの紹介

： 国立公文書館並びにアジア歴史資料センターの取り組み
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１．歴史公文書等のデジタルア－カイブ化とは？

国及び地方自治体が保有する歴史公文書等

目録情報のデータベースを構築

資料をデジタル画像化し、データベースに登載

インタ ネット上で情報発信インタ－ネット上で情報発信

「いつでも」「どこでも」「だれもが」「自由に」「無料」で、
国及び地方自治体の歴史公文書等にアクセス可能に
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２． 国立公文書館におけるデジタルア－カイブ化の取り組み

国立公文書館において、取り組んでいる事項

（１）国立公文書館デジタルア－カイブの構築・運用（１）国立公文書館デジタルア カイブの構築 運用

（２）デジタルア－カイブにおける検索補助機能の充実

（３）インタ－ネット展示等、デジタルコンテンツの提供

（４）国の保存利用機関との連携、ネットワ－ク化

（５）地方自治体の公文書館等との連携、ネットワ－ク化
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２－（１）． 国立公文書館デジタルア－カイブの構築・運用

■ デジタルアーカイブ・システム

歴史公文書等の目録情報の検索、
資料のデジタル画像が閲覧可能な資料のデジタル画像が閲覧可能な
「インタ－ネット閲覧室」

■ デジタル・ギャラリー

Digital Archive
重要文化財や大判資料等を
高精細なカラ－画像で閲覧可能な
「インタ－ネット展示室」

平成17年 インタ ネ ト サ ビス開始・平成17年、インターネット・サービス開始
・国際標準、最先端技術の導入（JPEG2000による高精細画像の利用等）
・国立公文書館の全所蔵資料の目録情報をデータベース化。
・公文書のデジタル画像化：約568万画像 大判資料等のデジタル画像化：684点
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・公文書のデジタル画像化：約568万画像、 大判資料等のデジタル画像化：684点



公文書＞＊内閣・総理府＞太政官・内閣関係＞第六類 公文類聚＞公文類聚・第７０編・昭和２１年＞公文類聚・第七十編・昭和二十

（参考）国立公文書館デジタルア－カイブによる情報提供（公文書）

公文書＞＊内閣・総理府＞太政官・内閣関係＞第六類 公文類聚＞公文類聚・第７０編・昭和２１年＞公文類聚・第七十編・昭和二十
一年・第一巻・皇室・皇室典範・皇室令制・皇室財産、政綱・憲法 「帝国議会において修正を加えた帝国憲法改正案」

JPEG2000
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（参考）デジタル・ギャラリ－による情報提供（大判資料等）

肥前州産物図考（原寸：長さ540×幅30cm）考 長

全防空図解
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全防空図解



（参考）デジタル・ギャラリ－による情報提供（大判資料等）

天保国絵図・安芸（原寸：東西390 × 南北346cm）

拡大していくと・・・ 厳島神社の社殿が確認できます。
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２－（４）． 国の保存利用機関との連携、ネットワ－ク化 ①

「歴史公文書等所在情報ネットワ－ク検討連絡会議」の開催

（目的）（目的）
・国の保存利用機関が保存する歴史公文書等の情報の提供
・歴史公文書等の情報ネットワ－ク確立

（協力機関）
外務省外交史料館、宮内庁書陵部、防衛省防衛研究所
国立国会図書館憲政資料室（オブザ－バ－）国 国 館 資料

歴史公文書探究サイト
『ぶん蔵』開設
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（参考）歴史公文書探求サイト「ぶん蔵」

歴史公文書等に係る幅広い情報提供、
協力機関の所蔵資料等を紹介

防衛省防衛研究所図書館
『軍艦大和戦闘詳報』より 国立国会図書館

All Rights Reserved Copyright © NATIONAL ARCHIVES OF JAPAN 2005

9

『軍艦大和戦闘詳報』より
『憲政資料室収集文書 1238』より



２－（４）． 国の保存利用機関との連携、ネットワ－ク化 ②

「国立国会図書館デジタルア－カイブポ－タル」へのデ－タ提供
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２－（５）． 地方自治体の公文書館等との連携、ネットワ－ク化

（平成17、18年度）
地方自治体の公文書館等におけるデジタルア－カイブ化への対応状況を調査

（平成19、20年度）（平成19、20年度）
知識・技術上の情報を提供するため、デジタルア－カイブの標準仕様書を作成

標準仕様のデジタルア カイブ システムによる連携 ネ トワ ク化

・情報の共有 相互利用が可能に

標準仕様のデジタルア－カイブ・システムによる連携、ネットワ－ク化

A府
デジタルアーカイブ

国立公文書館
デジタルア－カイブ

・情報の共有、相互利用が可能に
・長期的な情報の保存・利用効率が向上
・全国規模での導入コストの低減

D県
デジタルアーカイブ

C県
デジタルアーカイブ

高度情報化社会における政府施策への対応
歴史公文書等に係る諸提言への対応

デジタルア カイブ

B町 E市
国民の利益、「グッド・ガバナンス」の実現
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B町
デジタルアーカイブ

E市
デジタルアーカイブ



３． アジア歴史資料センターにおけるデジタルア－カイブ化の取り組み
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３－（１）．アジア歴史資料センターとは？

「平和友好交流計画」に基づくアジア歴史資料整備事業のため、
国立公文書館に設置 （平成13年11月30日）

・「平和友好交流計画」に係る村山内閣総理大臣（当時）談話（平成6 年8 月31日）
・「アジア歴史資料整備事業の推進について」（平成11 年11 月30 日、閣議決定）

（目的）
我が国とアジア近隣諸国等との間の歴史に関する資料の国民及び関係諸国民

による利用を容易にする。
これら諸国との相互理解の促進に資する。

（特徴）
デ ブ国の機関が保管する「アジア歴史資料」（＊）をデジタルア－カイブ化

世界初の本格的なデジタルア－カイブとして、国内外で高い評価

（＊近現代における我が国とアジア近隣諸国等との関係に

（対象資料所蔵機関）
国立公文書館 外務省外交史料館 及び防衛省防衛研究所図書館

（ 近現代 おける我 国 アジア近隣諸国等 関係
関わる歴史資料として重要な我が国の公文書その他の記録）
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国立公文書館、外務省外交史料館、及び防衛省防衛研究所図書館



３－（２）． アジア歴史資料センターにおけるデジタルア－カイブ化の取り組み

アジア歴史資料センタ－において、取り組んでいる事項

① アジア歴史資料デジタルアーカイブの構築・運用

② インターネット展示等、デジタルコンテンツの
国内外への情報提供・利活用の拡大

③ 検索補助機能の充実など、利用者の利便性の向上
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３－（２）． アジア歴史資料センターにおけるデジタルア－カイブ化の取り組み

① アジア歴史資料デジタルアーカイブの構築・運用

・サービス開始（平成13年10月）

世界初の本格的・世界初の本格的
デジタルアーカイブ

・明治から昭和前期・終戦までの・明治から昭和前期・終戦までの
公文書等を提供

・平成18年度にシステムの更新・平成18年度にシステムの更新
最先端技術、国際標準の導入

・データ量（平成20年8月末現在）デ タ量（平成20年8月末現在）
デジタル画像：1700万画像
（平成24年度までに3000万画像を目標）
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３－（２）． アジア歴史資料センターにおけるデジタルア－カイブ化の取り組み

② インタ ネ ト展示等 デジタル ンテンツの② インターネット展示等、デジタルコンテンツの
国内外への情報提供・広報

「条約と御署名原本に見る近代 本史「条約と御署名原本に見る近代日本史」
（平成20年３月～）

All Rights Reserved Copyright © NATIONAL ARCHIVES OF JAPAN 2005

16「『写真週報』にみる昭和の世相」（平成18年３月～）



３－（２）． アジア歴史資料センターにおけるデジタルア－カイブ化の取り組み

③ 検索補助機能の充実など、利用者の利便性の向上

・五十音検索

・階層検索

・キーワード検索（詳細検索）キ ワ ド検索（詳細検索）

・レファレンスコード検索

・横断検索
（国立国会図書館デジタル
アーカイブポータル等

との連携）

・「辞書」システム

All Rights Reserved Copyright © NATIONAL ARCHIVES OF JAPAN 2005

17



４． 公文書のデジタルア－カイブ化に係る課題

（１）国立公文書館におけるデジタルア－カイブ化

・これまで 鋭意 デジタル化を進めてきたが 当館の全所蔵資料数（１１３万冊）・これまで、鋭意、デジタル化を進めてきたが、当館の全所蔵資料数（１１３万冊）
から考えれば、まだ一部に過ぎない。

・当館の体制は、諸外国の公文書館に比較し、極めて劣弱な状況にあり、
ブデジタルア－カイブ化に係る事業展開に限界がある。

（参考： 日本 42人、 米国 2,500人、中国 560人、韓国 300人）

・地方自治体の公文書館等に対する技術上の支援に係る体制の整備も必要・地方自治体の公文書館等に対する技術上の支援に係る体制の整備も必要。

（２）地方自治体の公文書館等におけるデジタルア－カイブ化

・全国の地方自治体、約1,800のうち、公文書館を設置しているのは、
52の自治体に過ぎない。

・所蔵資料の目録情報をデータベース化し、インタ－ネット上で
提供しているのは、一部に止まる。
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（３）「デジタル化」ではないデジタル・ア－カイブへの対応

－Born Digital（生まれながらのデジタルデータ）のアーカイブ－

公文書、その他記録の急速な電子化と
電子記録の選別・長期保存・利用

・様々な問題点

何を残すのか 何処まで残すのか どういう方法

電子記録の選別・長期保存・利用

何を残すのか、何処まで残すのか、どういう方法
で残すのか

長期保存及び利用環境の確保

メタデ－タの作成・管理に関する標準的ルール

（４）アジア歴史資料センターにおけるデジタルアーカイブ化

・事業体制の拡充・整備
・散逸した国内外のアジア歴史資料の調査及びデジタル化
・国内外における幅広い利用促進
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・国内外における幅広い利用促進



ご静聴有難うございましたご静聴有難うございました。

（独）国立公文書館 理事（独）国立公文書館 理事

慶應義塾大学文学部名誉教授

高山 正也
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